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問❶に関すること＝国保医療課国保年金係（☎983‒2962）、❷・❸に関すること＝国保医療課医療係（☎983‒2976）

　

従
来
、
高
額
療
養
費
の
勧
奨

通
知
は
送
付
し
て
お
り
ま
せ

ん
。
該
当
す
る
と
思
わ
れ
る
人

は
、
計
算
期
間
中
の
す
べ
て
の

領
収
書
を
国
保
医
療
課
ま
で
持

参
し
て
く
だ
さ
い
。

　

な
お
、
計
算
期
間
中
に
市
町

村
を
異
動
（
転
出
入
）
し
た
場

合
は
、
前
市
町
村
分
の
合
算
は

で
き
ま
せ
ん
。

❸
老
人
医
療
（
福
祉
医
療
制
度
）

　

計
算
期
間
中
に
保
険
者
の
変

更
が
な
く
、
高
額
療
養
費
を
振

り
込
む
口
座
番
号
等
が
わ
か
る

場
合
は
申
請
不
要
で
す
（
２
月

末
支
給
予
定
）。

　

な
お
、
計
算
期
間
中
に
保
険

者
の
変
更
が
あ
っ
た
人
で
、
京

都
府
後
期
高
齢
者
医
療
の
加
入

期
間
中
に
支
給
金
額
が
上
限
を

超
え
な
か
っ
た
場
合
は
勧
奨
通

知
を
送
付
し
ま
せ
ん
。
以
前
に

加
入
し
て
い
た
保
険
（
国
保
・

健
康
保
険
・
共
済
な
ど
）
の
自

己
負
担
額
も
合
算
で
き
る
場
合

が
あ
り
ま
す
の
で
、
お
問
い
合

わ
せ
く
だ
さ
い
。

❷
後
期
高
齢
者
医
療
保
険
制
度

　

被
保
険
者

高
額
療
養
費（
外
来
年
間
合
算
）

　

基
準
日
（
※
）
時
点
の
所
得

区
分
が
一
般
ま
た
は 

低
所
得

の
被
保
険
者
に
つ
い
て
、
計
算

期
間
（
令
和
３
年
８
月
１
日
〜

令
和
４
年
７
月
31
日
）
の
一
般

ま
た
は 

低
所
得
区
分
で
あ
っ

た
月
の
外
来
に
か
か
る 

医
療

費
の
個
人
ご
と
の 

合
計
額
が

14
万
４
千
円
を
超
え
る
場
合

に
、
そ
の
超
え
た
額
が
支
給
さ

れ
ま
す
。

　

対
象
期
間
中
に
本
市
の
国
保

に
継
続
し
て
加
入
、
か
つ
支
給

対
象
と
な
る
人
に
は
、
１
月
下

旬
か
ら
支
給
勧
奨
通
知
を
順
次

お
送
り
し
ま
す
の
で
、
申
請
し

て
く
だ
さ
い
。

　

な
お
、
計
算
期
間
中
に
本
市

へ
転
入
さ
れ
た
人
や
本
市
の
国

保
以
外
の
被
保
険
者
は
、
そ
の

自
己
負
担
額
も
合
算
で
き
る
場

合
が
あ
り
ま
す
。
詳
し
く
は
令

和
４
年
７
月
31
日
時
点
に
加
入

し
て
い
た
健
康
保
険
へ
お
問
い

合
わ
せ
く
だ
さ
い
。

※
基
準
日
は
原
則
、
令
和
４
年

７
月
31
日
で
す
が
、
計
算
期
間

の
途
中
で
資
格
を
喪
失
さ
れ
た

人
（
死
亡
、
海
外
転
出
、
生
活

保
護
受
給
等
）
は
、
資
格
を
喪

失
さ
れ
た
日
の
前
日
と
な
り
ま

す
。

❶
70
歳
以
上
の

　

国
民
健
康
保
険
被
保
険
者

問
国
保
医
療
課
国
保
年
金
係
（
☎
 ９
８
３
・
２
９
６
２
）

　

国
民
健
康
保
険
加
入
者
が
、

短
期
間
の
海
外
渡
航
中
に
急
病

や
負
傷
で
海
外
の
医
療
機
関
で

治
療
等
を
受
け
た
場
合
、
国
内

で
保
険
適
用
さ
れ
る
治
療
は
、

申
請
に
よ
り
医
療
費
（
自
己
負

担
分
を
除
く
）
の
払
い
戻
し
を

受
け
る
こ
と
が
で
き
ま
す
。

　

な
お
、
現
地
で
支
払
っ
た
医

療
費
と
日
本
で
同
様
の
診
療
を

受
け
た
場
合
の
医
療
費
と
比

べ
、
低
い
方
の
金
額
が
支
給
さ

れ
ま
す
。

※
治
療
目
的
の
渡
航
や
日
本
で

保
険
適
用
さ
れ
て
い
な
い
治
療

は
対
象
外
で
す
。

■
申
請
に
必
要
な
も
の

　

国
民
健
康
保
険
証
、
診
療
内

容
明
細
書
、
領
収
書
、
領
収
明

細
書
、旅
券
（
パ
ス
ポ
ー
ト
）、

世
帯
主
名
義
の
金
融
機
関
口
座

番
号
、調
査
に
か
か
る
同
意
書
、

マ
イ
ナ
ン
バ
ー
の
わ
か
る
も
の

※
治
療
を
受
け
た
海
外
の
医
療

機
関
で
診
療
内
容
明
細
書
・
領

収
書
・
領
収
明
細
書
を
入
手
し

て
く
だ
さ
い
（
診
療
内
容
明
細

書
・
領
収
明
細
書
、
調
査
に
か

か
る
同
意
書
の
様
式
は
、
国
保

医
療
課
窓
口
ま
た
は
市
ホ
ー
ム

ペ
ー
ジ
か
ら
入
手
可
）。

※
外
国
語
で
作
成
さ
れ
た
必
要

書
類
は
、
日
本
語
訳
を
添
付
し

て
く
だ
さ
い（
翻
訳
者
の
住
所
、

氏
名
の
記
載
と
押
印
が
必
要
）。

※
申
請
期
間
は
、
医
療
費
を
支

払
っ
た
日
の
翌
日
か
ら
２
年
間
。

※
マ
イ
ナ
ン
バ
ー
の
わ
か
る
も

の
は
、
個
人
番
号
カ
ー
ド
ま
た

は 

個
人
番
号
通
知
カ
ー
ド
と

本
人
確
認
書
類
（
運
転
免
許
証

等
）
を
持
参
し
て
く
だ
さ
い
。

代
理
人
の
場
合
は
委
任
状
と
本

人
確
認
が
で
き
る
も
の
が
必
要

で
す
。

国
民
健
康
保
険
の
海
外
療
養
費
制
度

　

国
民
健
康
保
険
料
は
、
納
期

限
ま
で
に
市
税
等
取
扱
金
融
機

関
、コ
ン
ビ
ニ
エ
ン
ス
ス
ト
ア
、

ス
マ
ホ
決
済（
Ｐ
ａ
ｙ
Ｐ
ａ
ｙ
、

Ｌ
Ｉ
Ｎ
Ｅ　

Ｐ
ａ
ｙ
）
ま
た
は

市
役
所
で
納
付
し
て
く
だ
さ
い
。

　

納
期
限
ま
で
に
納
付
さ
れ
ず

国
民
健
康
保
険
料（
第
８
期
分
）の
納
期
限
は

令
和
５
年
１
月
31
日（
火
）で
す

滞
納
と
な
っ
た
場
合
は
、
督
促

状
（
督
促
手
数
料
１
０
０
円
を

加
算
）
を
送
付
後
に
京
都
地
方

税
機
構
（
京
都
府
と
府
内
25
市

町
村
〈
京
都
市
を
除
く
〉
の
税

業
務
を
行
う
広
域
連
合
）
に
徴

収
権
限
を
移
管
し
ま
す
。

■
納
付
済
通
知
書
に
つ
い
て

　

国
民
健
康
保
険
料
を
口
座
振

替
ま
た
は
納
付
書
に
よ
り
納
入

の
人
全
員
に
、
所
得
税
ま
た
は

市
・
府
民
税
の
申
告
に
利
用
で

き
る
納
付
済
通
知
書
を
令
和
５

年
１
月
末
に
送
付
し
ま
す
。

区分 計画案・条例案 内　容
閲覧時期と募集期間、意見の提出方法

閲覧場所 問い合わせ※１月10日（火）のみ、アの持参場所
が新本庁舎内に変わります。

①
第５次
八幡市総合計画
後期基本計画（中間案）

　総合計画は、市のまちづくりの基
本的な方向性を示すもので、目標と
なる将来都市像などを示す「基本構
想」と目標達成に向けた取り組みを
示す「基本計画」で構成されます。
　そこで、新たに令和５年度から５
年間の施策などを設定した後期基本
計画中間案を定めました。

令和５年１月10日（火）までに、以下
の方法で提出
ア郵送または持参
　〒614-8501　（住所記載不要）
　政策企画課
イＦＡＸ送信
　（１月９日まで）982-7988
　（１月10日のみ）983-1118
ウ市のホームページからメール送信

▲

市役所２階閲覧コーナー▲

市ホームページ▲

公民館・コミュニティセ
ンター▲

図書館▲

八幡人権・交流センター▲

生涯学習センター▲

政策企画課窓口

政策企画課
（☎983-1004）

②
（仮称）
個人情報の保護に関する
法律施行条例骨子案

　個人情報保護に関する全国共通ル
ールを定めた改正個人情報保護法が
令和５年４月１日から適用されるこ
とに伴い、新たに本市が制定する条
例の骨子案をまとめました。

令和５年１月10日（火）までに、以下
の方法で提出
ア郵送または持参
　〒614-8501　（住所記載不要）
　市民協働推進課
イＦＡＸ送信
　（１月９日まで）982-7988
　（１月10日のみ）983-1118
ウ市のホームページからメール送信

▲

市役所２階閲覧コーナー▲

市ホームページ▲

生涯学習センター▲

公民館・コミュニティセ
ンター▲

市民協働推進課窓口

市民協働推進課
（☎983-5749）

③ 地域福祉推進計画素案

　誰もが住みなれた地域で安心して
生活できるよう、お互いに助け合い、
支え合う地域を創っていくため、令
和５年度から５年間の計画期間とす
る地域福祉推進計画素案をまとめま
した。

令和５年１月10日（火）までに、以下
の方法で提出
ア郵送または持参
　〒614-8501　（住所記載不要）
　福祉総務課
　〒614-8022　八幡東浦５
　社会福祉協議会
イＦＡＸ送信
　983-1371（福祉総務課）
　983-5798（社会福祉協議会）
ウ市または社会福祉協議会のホームペ
ージからメール送信

▲

市役所２階閲覧コーナー▲

市および社会福祉協議会
ホームページ▲

福祉総務課および社会福
祉協議会窓口

福祉総務課
（☎983-1334）

社会福祉協議会
（☎983-4450）

　表の計画策定や条例制定にあたり、意見を募
集します。
募集対象　市内在住、在勤、在学の人および市
内に事業所（事務所）を有する人

提出方法　様式に定めはありません。あなたの
意見、住所（所在地）、氏名（法人名等）、電話
番号を記入し、下表にある方法で提出してくだ
さい。

※いただいたご意見は、市の考えとともに市ホ
ームページ等で公表する予定です。ただし、
電話や口頭での意見や個々の意見に直接回答
は行いません。
※１月10日（火）のみ、持参場所が新本庁舎内
に変わります。

３つの計画素案等にご意見募集


